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６ 地方交付税の必要額の確保など 

  大都市財政の実態を踏まえた財源の確保    
                     （内閣官房，総務省） 

 大都市特有の行財政需要や事務権限に対応した税財政制度とし，
指定都市が成長戦略拠点として日本の発展を一層牽引していくた
め，次のとおり求めます。 

提案・要望事項 

 ⑴  歳出特別枠の堅持等による地方交付税の総額確保と 
      臨時財政対策債の廃止 

 ⑵  マイナンバー制度の円滑な実施のための必要十分な 
    財政措置等 

地方分権改革の推進 



⑴ 歳出特別枠の堅持等による地方交付 

 税の総額確保と臨時財政対策債の廃止 

City of Kyoto 26 

⑵ マイナンバー制度の円滑な実施 
  のための必要十分な財政措置等 

詳細な制度
内容 

情報システムの整備 必要なシス 
テム仕様 

国における
情報の早期
提示 

とりわけ，法定受託事務であるマイナンバーの付番等に必要な 

住民基本台帳システム改修費（平成２６年度） 
個人番号カード
発行をはじめと
する制度運用
に伴う多額の
経費が必要！ 

公平・公正な社会を実現する国家的な情報基盤整備
であり，全額国庫負担とすべき 

マイナンバー制度の円滑な導入に当たっての重点課題 

⑴ マイナンバー制度導入に必要な経費の全額国庫負担 

⑵ 自治体の実態を踏まえた早期の情報提示 

新たな事務の構築 

自治体における
検討・準備が 
スムーズに 

運
用
開
始
時
期 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ
対策 

追加配当がなければ，補助金が大幅に不足！ 

具体的な 
事務運用 

臨時財政対策債が占
める割合46％ 

26年度地方交付税 
⇒ピーク時（12年度）から 

  △616億円減 
   （△54%） 

臨時財政対策債の発行等

による負担の先送りでは

なく，法定率の引き上げに

よる地方財源不足額の解

消が必要！ 

・個人番号カードの普及 
・マイナンバーの有効活用 
・市民の利便性の向上 
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京都市における地方交付税及び臨時財政対策債の実績推移 
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臨財債制度開始 

  地方交付税＋臨時財政対策の減 
  △319億円（△24％） 

交付税ピーク 

※ 普通交付税及び臨時財政対策債の額は26年度決定額，特別交付税の額は26年度予算額を仮置き 

988 

1,052 
 

交付税＋臨財債ピーク 

 増大する行政経費に応じた必要額の確保が必要！ 

この間の市税収入の増（26年度予算ベース
で171億円）を大きく上回る削減額 

⇒地方交付税総額確保が必要！ 


